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本研究は,親 子両世帯が距離的に離れて居住していながら,日 常的に密な接触,交 流,協 力,支 援を通して互いに支え

合う居住関係を,高 齢者支援の視点から 「サポー ト居住」 と再認識 し,そ の動向を全国的に明らかにすることを目的とす

る。中部,近 畿,中 国,四 国,九 州の5地 方の計32市 町村に在住する65歳 以上の高齢者を含む計2,711世 帯を対象 とし

てアンケー ト調査を実施した。その結果,依 然として同居の占有率は高いものの,そ の減少傾向は著しく,代 わって準近

居の増加が顕著であること。県内別居の準近居においては,重 層的な家族サポー トと近隣によるサポー トネットワークが

形成されており,「 自立」と 「支援」のバランスがとれた居住関係であることが明らかになった。
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   The aim of this study is to make clear the trend of the support for the aged based on the residential relationship between parents and 

children. On this paper, we considered the trend of the residential relationship between parents and children, and made clear the 

semi-close living type is increasing recently. Also we considered the aspect of the contact and support for parents by children, and made 

clear there are much contacts and supports for parents by children in the semi-close living type.

1.は じめに

1.1研 究の目的

親子両世帯が距離的に離れて居住 していなが ら,他 方,

日常的に密な接触,交 流,協 力,支 援といった行為を通

して互いに支え合 う家族関係およびその居住関係を,こ

れ までは,「 修正拡大家族」文D「 親密別居」文2)「 ネ

ッ トワーク居住」文3)な どと様々に称されてきた。本研

究は,こ のような家族居住関係 に注 目すると共 に,そ れ

らを高齢者支援の視点か ら「サポー ト居住」と再認識 し,

高齢化 した親世帯への生活支援や介護といった理由から

子世帯が選択す る居住関係の動向を全国的に明 らかにす

るものである。今回は,そ のうち中部,近 畿,中 国,四

国,九 州の5地 方 の実態について報告をおこなう。

親子両世帯の居住関係の統計については,国 調がそ う

であるように,こ れ までは 「同居」 と 「同居以外」の区

別がつく程度のデータしか存在せず,家 族を軸 とする高

齢者の支援の方策を構想することに制約があった。本研究

では,同 居以外の家族居住関係をきめ細か く捉え,今 後

における高齢者のサポー トネットワークの構築 を考える

際の一助になることを期待している。

1.2離 れていても親 しい関係

既往研究 あるいは各種世論調査によると,生 活の近代

化および個人化の傾向が強まるのに伴い,生 活上の軋櫟

を避けるために親子両世帯には斥力が働く一方,家 族共

同体意識も完全に払拭 されるわけで もなく,し たがって

両世帯間にある種の引力も今なお存在するとの見方が大

勢 を占める。特に,親 が高齢化す るほどその絆は強化 さ

れ,と 同時に,公 的な支援や介護あるいは市場メカニズ

ムによるサービスでは得 られ難い柔軟で情緒的なサポー

トの需要はますます増大 してお り文4),か つてのよ うな

「同居」 によるサポー トは減少したものの,っ かず離れ

ずの関係で支援が可能な 「隣居」や 「近居」は増加の傾

向,少 なくとも意識の上ではその方向にあることが報じられ
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て いる。また,今 後,少 子化が進行するとこの傾向はま

す ます強 まることが予測され る。

たとえば,総 理府が1994年 に,30歳 以上60歳 未満の人

を対象 として行った意識調査文5)に よっても,「 離れて

生活するが,親 子としてのきずなは保つようにする」と

の回答が41.4%と 群を抜いて多 くみられ,こ のような親

子関係の持続への強い指向が うかがわれる。

こういった傾向か ら,現 在 あるいは将来において望 ま

れ る親子の居住関係の輪郭 として,「 形態としての同居

は避けなが ら,相 互の情緒的関係は限 りなく同居に近い

ものを維持する」,そ ういった居住関係が浮かび上がっ

てくるであろう。社会学者の直井道子氏 は,こ のような

居住関係を 「離れていても親しい関係」と表現 している。文6)

今後,高 齢化 と共に少子化が進み,親 子の絆が緊密にな

ると,こ れらの傾向はますます強まることが予想 される。

L3自 立 と支援を止揚するサポー ト居住

ところで一方,上 記のような傾向は,や むを得ず 「離

れて住まわざるを得ない」が 「親 しい関係は保ちたい」

という消極的姿勢を示すものにとどまらない。近年,年

金等によ り高齢者の経済的環境は向上し,ま た身体的ケ

ア環境 も改善 される傾向にある。それ らを背景として高

齢者の自立 も急速に進み,そ れぞれの高齢者が,そ の置

かれた環境条件や生活条件のもとで 自らの生活 を自らが

デザイ ンし,そ して自らが選好するライ フスタイルを貫

こうとする指向も強まっている。

したがって,「 子 どもと離れて住む」 ことは必ず しも

仕方なく選択されるわけではなく,む しろ積極的に選択

されるものともなっている。また同様の理由から,た と

え同居や隣居などでも,必 要以上に依存することは避け,

互 いに自立 した関係を保つ,す なわち 「近くにいても自

立 した関係」 も強まる傾向が認められる。

そのように解釈できるならば,同 居か ら遠居までの親

子 の居住関係の幅は,子 どもの側の就業問題等を基本要

因としつつ も,極 論すれば老親の 自立度 と依存度とのバ

ランスに帰着するといって もよい。

合であって も 「準近居」と拡大解釈 しても差し支えない

と思われる。また,頻 繁に親元 に帰省 し,親 の生活 を勉

理的あるいは精神的に支援することが可能な圏域に居住

するといった意味か ら 「様子見圏居住」という表現 も司

能であろう。文7)

本稿においては,従 来か らの 「同居」 「隣居」 「近居」

「遠居」 という分類に加えて,「 近居」と 「遠居」の中匿

形熊である「準折居1を 措定し.この実熊に蕉点をあてたい.

2.調 査概要

調査は,サ ポー ト居住 における概略の動向を把握する

ことを 目的 とした 「各市町村の住民課長向け調査」,お

よび高齢者 自身を対象 としてサポー ト居住およびサポー

トの実態 を把握することを目的 とした 「民生委員による

調査」の2段 階に分けて実施 した。その詳細 については,

それぞれの童において説明する。

3.サ ポー ト居住における概略の動向

3.1調 査概要

サポー ト居住の動向について,そ の概略を把握するた

めに,中 部地方以西の全県 にお ける全市町村2,124箇 所¢

注民課長(ま たは関係課長)を 対象 として郵送アンケー

トを実施 した。調査は3回 に分けておこなった。第1次

調査は平成9年7月 ～8月,第2次 調査は平成10年8月,第

3次 調査は平成13年2月 ～3月 である。各県別の配布数お

よび有効回答率は表3-1に 示す とお りである。

1.4準 近居について

本研究は,実 態調査を通してこれらの諸点を考察する

手がか りを得ることを目的とす るが,上 記のような高齢

者の自立 と依存 ・支援の関係を明確 に把握する手段 とし

て 「準近居」なる存在に注 目した。

「準近居」とは,子 世帯が親元 と自らの就業地との中

間地に居住 し,通 勤等の利便性 と親世帯への目配 りや接

触 の容易性 とのバランスを取ろうとする居住形態と定義

する。両者 の中間に位置する自治体 に居住するケースが

最もわか りやすい事例であるが,距 離的バランスの点か

ら,親 元あるいは就業地が属す る自治体内に居住する場



なお,回 答は裏付けとなる資料に基づくものではなく,

業務を通じて住民課長が認識 している範囲のものを求め

た。データ としては不正確ではあるが,中 部以西の全県

全市町村 における概括的な傾向は読みとれる。詳細な実

態は,次 章の民生委員 による調査 により明 らかにされる。

3.2同 居以外のサポー ト居住の増加傾向

住民課長の判断により,「 隣居」 「近居」 「準近居」な ど

同居以外のサポー ト居住の近年における増加傾向の有無

につ いて,「 その傾向が強くみられる」 「ある程度みられ

る」 「今後増加する兆候がみられる」 「殆どみられない」 「も

とから同居以外が多 く特に変わらない」のいずれに該当す

るか,そ の回答分布 を示 した ものが表3-2で ある。

中部,近 畿,中 国,四 国,九 州のいずれの地方におい

ても,同 居以外の居住関係が増加する傾向が明かであ り,

同居離れが全国的に進んでいることが推察される。ただ

し,そ の動きは中部地方においてやや鈍 く,近 畿以西の

西 日本 において顕著である。 もともと西 日本は東 日本に

比較 して同居傾向が低いとされてきたが,今 回の調査結

果はそのことをある程度反映したものと解釈できる。

3.3サ ポー ト居住類型別の増加傾向

「隣居」 「近居」 「準近居」のいずれ のサポー ト居住が

増加傾向にあるかを複数回答で求めた結果が図3-1で あ

る。どの地方においても,ま ず 「近居」の増加が著 しい

ことが認め られる。それに 「準近居」,「 隣居」が続 く。

3.4就 業構造と各サポー ト居住類型の発生傾向との相関

各サポー ト居住類型の出現分布 の傾向は各市町村毎 に

異なるが,そ れは総 じて第2次 ・第3次 産業が集積する

DID都 市への就業依存度の影響 を受けることが予想 さ

れる。そ こで,試 みに他市町村に就業先を有する就業者

の割合段階別に各市町村において最多数を占めるサポー

ト居住類型の割合 をみると,図3-2の ような結果になる。

これによると,自 市町村内に就業先を有す る就業者が

多い地域ほど(そ の頂点がDID都 市と考 えられる)「近

居」が多 く,逆 に他市町村への就業者が多い地域ほど(D

ID都 市から離れるほどと考え られる)「 準近居」が多

い。 「隣居」は強いて言えば 「近居」に類似 した傾向を

有するが,大 幅な地域差は見 られない。

3.5各 サポー ト居住類型の出現率 に影響を与える要因

各サポー ト居住類型の出現率に影響を与える要因を回

答者の自由回答から拾い出す と,ま ず,子 世帯が農業を

継承せずサ ラリーマンになるなどの就業構造の変化,そ

れに伴 う居住地の変更によ り同居の成立が困難 となる。

また,生 活の近代化に伴い生 じた親子両世帯の生活サイ

クルや生活習慣のずれから同居が避 けられるようになる。



親の家や土地が狭い,あ るいは近接地に土地や住宅を

確保できない といった土地 ・住宅事情か ら 「近居」や 「準

近居」が出現す る場合も少なくない。

住宅政策の影響 も大きい。たとえば公営住宅等の整備

が進む と,子 世帯が親元から離れ 「近居」が促進される。

さらに,交 通条件が良くなると,DID都 市か ら離れ

た地域でも通勤の便が良くな り出身市町村内にとどまる

ものが増加する一方,度 々の帰省 も苦 にな らな くなるた

め 「準近居」が増え,二 極分解 の傾向もみ られる。

このような居住関係は必ずしも固定的ではなく,ラ イ

フサイクルに応じてしばしば変化する。親世帯が若い問

は 「近居」 「準近居」あるいは 「遠居」,親 の加齢 に伴

い生活支援や介護のために徐々に親元に近い場所に居を

移す事例 はその典型である。

4.サ ポー ト居住および準近居の実態

4.1調 査概要

前記 の住民課長向け調査を参考に,中 部地方以西か ら6

県を選択 し,各 県内では中心都市と県縁辺部を結ぶ軸線

上で4～7の 市町村,計32市 町村 を抽出し,各 市町村の民

生委員を通じて,65歳 以上各100名 を目途 にアンケー トを

配布 した。調査の基本的な項 目は,「 子世帯 との居住関

係(サ ポー ト居住)」,「 親子両世帯の交流 ・支援 の状

況」,「親世帯のサポー トネッ トワークの状況」である。

調査対象県名および市町村名を表4--1に 示す。有効回収

数は計2,711票(世 帯)で ある。詳細は表4-6に 示す。

4.2回 答 者(世 帯)の プ ロフィール

回答者 の世 帯 が夫 婦健在 か否 か について みる と,夫 婦

健在 は52～59%,夫1人9～12%,妻1人31～36%に 分 布



してお り,県 別の差異はわずかである。(表4-一一2)

年齢分布も,75歳 未満の前期高齢者が49～55%,後 期

高齢者が40～47%と,県 別 による大幅な差異は認め られ

ない。なお,全 国的データ(高 齢社会白書 ・総務省平成1

2年調査,前 期59%,後 期41%)文8)に 比較すると後期高

齢者が若干多 目ではあるが,ほ ぼ同水準のサンプルが得

られていると考えられる。(表4--2)

有職率は,夫 婦健在の夫が18～37%と 最も多い。次い

で夫婦健在の妻が14～27%。 夫1人 は8～30%,妻1人 は

6～14%で ある。(表 省略)

健康度については,夫 婦健在の夫の60～71%が 健康 と

答 えている。夫婦健在の妻は61～74%,夫1人 は44～66%,

妻1人 は50～64%で,男 性より女性,単 身よ り夫婦健在

の方が健康度が高い傾向がみ られる。(表4-3)

住宅形式は,ほ とんどが戸建持家であるが,熊 本県で

は公営住宅が他に比較して多い。(表4-4)

実子数は,全 県平均でみると2人が最も多い。次いで3

人である。福岡県は3人 が最頻値 となっている。(表4--5)

4.3サ ポー ト居住類型の発生分布

4.3.1サ ポー ト居住類型の判定基準

各サポー ト居住類型の判定基準は,下 記のとお りとし

た。なお,本 稿の冒頭 にお いて,準 近居は,「 子世帯が

親元 と就業地 との中間地に居を構えるもの」との定義を

示 したが,こ こでは,実 態か ら大き く離れることな く,



かっ判別のし易さを考慮して,便 宜的に 「親世帯と同県

内居住」のものを準近居 とみなす こととした。

4.3.2サ ポー ト居住類型の発生分布

全体的には「同居」の占有率が高いものの,県 別にみる

と25～48%と 幅がある。福井県と福岡県 における「同居」

の比率が高い。岡山県 と高知県は低く,「 準近居」を下回

るか,せ いぜ い同程度にとどまる。東 日本の事例が福井

県 のみであるので断定す ることは難しいが,国 調 も示す

ように,「 同居」は東 日本 に厚 く,西 日本 に薄い という事

実 は今回の調査で も概ね立証された。(前 頁表4-6)

「同居」に次ぎ全体での占有率が高いのは「準近居」であ

り,14～36%と 「同居jに 迫る比率を占める。 「準近居」

が最頻値またはそれに近いのは岡山県 と高知県である。

また,表4--6で は,各 県 とも中心都市に近い市町村か

ら順に上か ら並べているが,中 心都市(県 庁所在地)よ

り離れるほど 「準近居」の占有率が高くなる傾向が認め

られる。前章において,準 近居は中心都市への就業指向

と親世帯への配慮 とのバ ランスの上に成立する居住関係

と仮定 したが,デ ータはこの準近居の仮説が的はずれで

はなかった ことを立証 している。

その他のサポー ト居住類型については,「 隣居」が4

～16% ,「 近居」が8～19%,「 遠居」が7～18%と,大

同小異である。 「隣居」が相対的に多いのは香川県と高

知県であるが,隠 居慣行の名残 りと推察される。

なお,前 章 において,住 民課長へのアンケー トでは 「近

居」の増加傾向が最 も著しいとの事実を述べたが,上 記

のように,絶 対数としてはそれほど 「近居」が突出 して

いるわけではないことが判明した。

それが 「準近居」および 「近居」といった居住関係が増

加する要因にもなっていることが理解できる。(表4-7)

「準近居」がこのような親のサポー トを念頭において

選択 された居住 関係で あることは,子 世帯が 「準近居」

を選択する際,親 への支援や接触 のし易さを考慮 したか

否かとの設問に対 し,考 慮 したと回答す るものが60%を

越えていることか らもうかがわれ る。(図4-1)

このようなネッ トワークの存在が,た とえ配偶者に先

立たれてもそれが必ず しも直 ぐさま子世帯 との 「同居」

に移行 しないことの一つの要因を成 していると思われ る。

表4-8は,夫 婦健在の場合とそ うでない場合とにおける

サポー ト居住類型別の分布を比較 した ものであるが,配

偶者が亡 くなって も必ずしも「同居」が増えてはおらず,

この ことを裏付けている。また一方では,親 の方も気楽

さを求めて,む しろ多少離れて暮 らす ことを積極的に指

向 している面 もあると考えられる。

4.4子 供の続柄とサポー ト居住類型の相関

ここでは,「 同居」か ら 「遠居」の間で第1番 目に出

現す る子供 との居住関係に限定 して,そ の続柄 とサポー

ト居住類型との相関をみた。

ほぼ全てのサポー ト居住類型において長男の占める比

率が高い。特 に 「同居」では62～72%と 高率である。し

か し長女の比率も少なくはない。特 に,「 近居」 と 「準

近居」 においては長男と匹敵する比率を占める。また,

「近居」において次女の比率もやや目立つ。次男以下に

も同種の傾向が うかがわれる。すなわち,長 男だけでは

なく,嫁 ぎ先が近在に限定 されることの多い女子 も含め

て,親 世帯 のサポー トネ ットワークが形成されてお り,



4.5将 来の居住関係 についての希望

現在,子 世帯 と 「近居」の関係にある親世帯では,「 今

のままでよい」 とするものが,熊 本県の49%を 除けば,

圧倒的多数であり,81～88%を 占めている。また,「 準

近居」においても,熊 本県の53%を 除けば,62～90%と

かな りの高水準である。 「遠居」ではさすが にその比率

は低下 し,57～79%と なる。(図4-2)

この結果を単純 に解釈することはできない。一般的に

は,諸 般の事情から,子 世帯と離れて暮 らす ことを 「仕

方がない」 と諦観 しているとみなすべきかもしれない。

しかし一方で,上 述のように,離 れて暮 らす ことの気楽

さも積極的に認めているとも解釈できな くもない。

4.6準 近居の実態

以上のように,幾 つかのサポー ト居住類型の中で 「準

近居」の占める比率が多いことが判明した。図4-3(次

頁)は,各 県において発生 している 「準近居」の典型的

な事例を抽 出し,出 身地,居 住地,就 業地の位置関係を

示 したものである。これにより,本 稿の冒頭で定義 した

「準近居」の実態が明確に認識されよう。

5.親 子両世帯の交流 ・支援の状況

5.1分 析の枠組

前章において,親 子両世帯が同県内に居住す る 「準近

居」の比率が高 く,「 離れていても親 しい関係」を指向

する傾向がみられる ことを明らかにした。本章では,こ

の ことをさ らに裏付 けるために,親 子両世帯の日頃の接

触 ・交流,親 世帯への支援 ・援助の状況を明 らかにする。

なお,考 察の対象 とするのは全ての子世帯ではなく,

居住関係が最 も至近距離にある子世帯に限定 した。すな

わち,親 世帯の最 も身近なところに居住する子世帯 との

関係に限定 して考察を行った。

5.2子 世帯の親世帯への訪問頻度

近居の場合では,週2～3回 以上親世帯を訪れる子世帯

の比率が29～49%に 分布する。週1回 を含めると48～7

7%で あ り,か な り頻繁 に訪問していることがわかる。同

じ市町村内に居住 していることによる有利性が明かであ

る。 この中には同じ集落内等にに居住するケースも少な

くなく,同 居 または隣居に近い密な接触 ・交流 を維持し

ていると推察される。(表5--1)

準近居の場合では,週2～3回 以上の頻度で訪問する比

率が7～14%と,近 居に比較 してかな り低い。週1回 を含

めて も20～35%に しかならず,近 居 との差は歴然として

いる。ただ し,準 近居では月1回 の訪問が大勢を占めて

お り,こ れを含 めると66～81%と な り,近 居の月1回 以

上の比率85～91%に 比較 してもそれほどの遜色はない。

さらに,遠 居における実情 と比較すると,準 近居の子世

帯の訪問頻度が低調ではないことがわかる。(表5--1>

遠居の場合では,週1回 以上は0～11%と 極小で あり,

月1回 以上を含めても26%ど まりであり,準 近居 との間

に決定的な差異が認め られる。(表5-D

このように世帯の訪問頻度だけか らみても,準 近居が

親子両世間の接触 ・交流 を相当に保っている居住関係で

あることが明 らかである。

ちなみに,各 市町村 にお ける準近居の場合の訪問頻度
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して選択された居住関係,言 い換えれば親元 に帰省する

ことにそれほど苦痛 を感 じないで済む範囲に居住地 を構

えたもの と想定でき,結 果としてその訪問頻度が距離関

係の影響を受けないのは当然の帰結と考えられる。

5.3親 の子世帯への訪問頻度

一方 ,親 は子世帯 をどの程度訪 問しているのであろう

か。近居では,週2～3回 以上が15～33%,週1回 以上が2

3～52%,月1回 以上が48～74%と,子 世帯の訪問頻度に

比較すると低率ではあるが,か な りの頻度で子世帯を訪

れている。(表 省略)

それに比較すると,準 近居では週2～3回 以上が1～5%,

週1回 以上が7～10%,月1回 以上が26～38%で あ り,近

居 との差 は大きい。 しか し,遠 居において月1回 以上で

も0～10%と 極小であるのに比較すると,ま ずまずの頻度

で訪問していると解釈することができる。(表 省略)

5.4電 話 連絡 の頻 度

近居 の場 合,週2～3回 以 上が31～42%,週1回 以 上が

60～80%と,頻 繁 に電話 連絡 を取 り合 ってい る様 子が う

かが われ る。(表5-3)

準 近 居 で も,週2～3回 以 上が22～34%,週1回 以 上が

55～69%と,近 居 にそれ ほ ど劣 る ことな く連絡 を取 り合

って い る。県 内 間で はさほ ど電話 料金 が嵩 まな い こ とが

高頻 度 の電 話 連 絡 を容 易 に して いる ので あろ う。(表5

-3)

他 方,遠 居 で は,週2～3回 以上 が10～23%,週1回 以

上が26～51%と,近 居 や準近 居 に比較 して随分 と低 率で

あ る。(表5-3)

について中心都市 との位置関係 による影響を確認 してみ

たところ,多 くの県において中心都市か ら遠隔化するの

に伴い訪問頻度は多少低下する傾向がみられるが,そ れ

ほど顕著とはいえない。(表5-2)

そ もそも,準 近居は親世帯への配慮をひとつの目的 と



全体 的にみると,親 子両世帯間の直接訪問による相互

接触が困難な面を補完するために,電 話連絡による簡便

な接触が保たれている様子がうかがわれる。

5.5生 活上の援助

日常的な生活一般への援助の動向について,近 居の親

世帯は,「 よく援助してくれる」 と 「ある程度援助して

くれる」を合わせて39～53%が 子世帯か ら援助を受けて

いると認識 している。準近居でも,高 知県の24%を 除け

ば,他 は38～51%と なっており,近 居とほとんど差異がな

い。遠居の場合の16～40%と 比較すれば準近居が子世帯の

援助を受ける度合いが高いことが明かである。(図5-一一1)

5.6経 済的な援助

経済的な援助については,「 よく援助 してくれる」と

「ある程度援助 してくれる」を合わせて,近 居で平均26%

(13～54%),準 近居で平均27%(16～36%),遠 居で平

均25%(14～45%)と 居住関係の影響 を全 くといってよ

いほど受けていない。 しかも,全 体的 に低率である。子

世帯が経済的余裕に欠ける ことがその背景にあると思わ

れ るが,一 方で経済的援助を必要 とする親が大多数では

な いことも示唆して いる。言い換えれば,多 くの親 にと

って望まれる支援は経済的な ものよ り精神的なものであ

ると解釈できる。

なお,高 知県は,生 活上の援助,経 済的援助ともに他

県に比較 して相当に低 い。理由は明かではないが,前 章

でもふれたように親子両世帯が独立の気風を有する隠居

慣行の影響があるのか もしれない。(図5-一・2)

6.高 齢親世帯のサポー トネッ トワークの現状

6.{分 析の枠組

本章では,親 子の居住 関係の違いが高齢の親世帯を取

り巻 く全体的なサポー トネ ットワークの形成 にどのよ う

な影響 を与えているか,特 に準近居におけるそれを同居

ほかの居住関係と比較す ることを通して,準 近居の存在

意義を明 らかにする。

6.2交 流相手

親世帯が 日頃どのよ うな人と親 しく交流 しているかを

みると,そ の相手は,同 居,隣 居,近 居では約60%が 実

子を含む親族 ・親戚など血縁関係が主体である。

しか し,準 近居および遠居ではその割合が40%台 に減

少 し,逆 に隣近所の人を主な交流相手とするものが増え,

30%強 を占めている。県によっては血縁よ り地縁関係に

よるものが上回る場合 もみられる。血縁関係によるサポ

ー トの度合いは子世帯と離れて住む ことによ り低下する

ものの,そ れを補完す るように地縁関係が支えている様

相が明らかにうかがえる。(表6-一・1)



6.3援 助者

日常生活 を送る上で世話や援助をしてくれる人として

は,同 居,隣 居ではやはり家族 を援助者 とするものが大

半で,70%近 くあるいはそれ以上の割合を占めている。

近居では家族が激減 し,そ れに代わって親族 ・親戚の

割合が増え,両 者は共 に30%で 拮抗する。

準近居では,さ らに隣…近所の人が増え,三 者はいずれ

も20%台 となる。遠居もほぼ類似 の傾向を示す ものの,

家族 の援助が大幅に減少する点に特徴がある。

全般的にみて,世 話や援助は責任が伴 うことか ら,単

なる交流に比べて血縁関係によるサポー トの度合が高く

なる傾向が著しい。 しか し,そ の中にあって,準 近居で

は,血 縁 と地縁によるサポー トのバ ランスがある程度保

たれた援助が得 られているといえよう。(表6--2)

6.4援 助の内容と援助者

援助内容は身体的援助 と家事援助 に大別される。身辺

の世話 ・介護は家族のほか親族 ・親戚およびヘルパーに

よってな されている。病院への送迎もほぼ同様であるが,

病気時の世話では隣近所,友 人,老 人会の仲間などの地



縁関係によるサポー トが得 られている。緊急時には,あ

る程度地域のサポー ト体制が働いていると推察できる。

掃除 ・洗濯および食事の世話については,家 族お よび

ヘルパーのサポー トが中心である。また,親 族 ・親戚と

友入のサポー トもある程度得 られている。買物送迎およ

び代行では,隣 近所の人の協力もかな り得 られている。

総 じてプライバシーに深くかかわるもの,経 済的負担

や大幅な時間的負担 を強いるものは血縁関係および公的

助成機関に依存 し,緊 急時の対応および軽度の世話事に

ついては血縁関係のほか地縁関係にも依存する こともあ

るといった状況である。今後のサポー トネッ トワーク体

系の検討にあたって留意すべきであろう。(表6-3)

6.5援 助の内容と居住関係

実施のみを対象として,居 住 関係と援助内容 との関係

についてみると,同 居および隣居においては,ど の援助

内容においても高いサポー トが得 られている。 ところが

近居になるとその割合が大幅に低下する。む しろ準近居

の場合の方が高いサポー トが得 られているものさえみ ら

れる。ただ し,そ の頻度は不明であり,サ ポー トの密度

については明確ではない。遠居では部分的に例外 もみ ら

れるが全般的 にサポー トの割合は低い。(表6-4)

子世帯が親世帯へのケアと自らの就業の便の両者を満た

すべ く,親 元 と就業地 との中間地に居を構えると定義 し

た準近居の仮説は実証されたと考え られる。

③ 周居の相手は長男が大半を占めるが,準 近居では近

居と同じく他の子 どもにも広が り,重 層的な家族サポー

トネットワー クが形成 されている。子世帯が親世帯を訪

問 して交流 ・接触 あるいは生活援助 を行 う頻度は,近 居

と同じく準近居でも高い。同居、隣居、近居では,家 族

または親族 ・親戚な ど血縁関係 によるサポー トが中心で

あるが,準 近居では,隣 近所や友人な ど地縁関係による

サポー トもかな りの程度み られ,バ ランスのとれたサポ

ー トネッ トワークが形成されている。

④ このような事実か ら,準 近居は,「 自立」と 「支援」

のバランスがとれた居住関係であり,「 離れていて も親

しい関係」が結ばれていると解釈できる。 このことが親

世帯において配偶者の片方が死亡 して も,直 ぐさま同居

に移行する傾向がみられない原因のひ とつ となっている。

⑤ 老親世帯には経済 的援助よりもむ しろ精神的援助

が求められている。今後のサポー トネッ トワークを考え

る上で留意すべき ことであろう。

⑥ 準近居の存在は,市 町村単位 を越 えた広域において

住宅政策および高齢者施策を講 じる必要を示唆している。

6.6頼 りになる相手

親世帯は子世帯との居住関係が遠距離化す るのに伴い,

交流相手や援助者を血縁関係か ら隣近所 の人や友入など

の地縁やそ の他の関係 に広げる傾向がみ られることが明

らかになったが,果 たして最も頼 りになる相手 としては

誰 を想定 しているのであろうか。

全般的 にみると,そ れは居住関係のいか にかかわ らず

やはり実子である。しか し準近居や遠居ではその割合が

ある程度低下し,親 族 ・親戚や隣近所の人の割合が上昇

する。ただ し,準 近居の場合における実子 の割合の低下

の度合はさほどではなく,こ の程度の離れ具合な らば,

いざという際にはかけつけて くれるという期待感が強い

ことが推察できる。(表6-一一5)

7.ま とめ

老親世帯の自立 と支援,そ の好ましいバ ランスを考察

す る上で示唆的な存在である 「準近居」に焦点をあて,

その特徴的な傾向を指摘することでまとめとする。

① 東 日本を中心として依然 として同居の占有率は高

いものの,そ の減少傾向は著 しい。代わって準近居の増

加が顕著であ り,同 居を上回る地域す ら出現している。

② 準近居の発生比率は、県内中心都市か らみて遠隔地

になるほ ど高 くなる傾向がみられる。また,子 世帯が準

近居 を選択するにあたっては親世帯 に対するケアを念頭

においていることが確認された。 これ らの事実によ り,
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